


プ ロ グ ラ ム

申込方法

以下の項目を明記の上、FAX（092-751-
6043）又はＥメール（info@npo-an.com）
で、ふくおかＮＰＯセンターにお申込み下
さい。【申込期限 2／4（水）、定員100名に達し次第締切】

●明記いただきたい事項
①氏名 ②所属・役職 ③住所 ④連絡先Tel・Fax・
E-mail ⑤セクター（ＮＰＯ、企業、行政、個人、

その他　より選択） ⑥午後の「分科会」参加希望
（上記１～３のうち、第二希望まで必ず明記）
 ⑦フォーラムへの期待（ぜひご記入下さい）

問い合わせ ／ 申し込みは・・・
特定非営利活動法人

Tel. 092-751-6042  Fax.092-751-6043
info@npo-an.com　　www.npo-an.com

基調講演

今、なぜ協働か？
～ みんなが幸せになれる社会を目指して ～

講 　 師
毎熊 浩一 さん ／ 島根大学 法文学部 准教授

協働推進レポート ～福岡県の動き～
福岡県における「協働」のビジョンや、推進に向けた方策についてご紹介します。

午前の部
[10 : 30 - 1 2 : 0 0 ]

① 事例に学ぶ／多様な主体同士の連携の意義 ～市民だからこそ！～
近年、「協働」というと、ＮＰＯと行政の関係に着目されがちです。が、課題やテーマによって
は、地縁組織、企業、行政…さまざまな組織がその担い手となる可能性を秘めています。この分
科会では、柔軟な姿勢で多様な連携を図りながら、課題解決に導くチャレンジをしている事例よ
り、その意義と課題を整理します。

▼話題提供者
和仁 宗憲 さん／特定非営利活動法人 みのう地域循環デザインセンター 理事長
陶山　元 さん／青木繁旧居保存会 事務局・荘島校区まちづくり委員会 会長
▼進行役
今村　勲さん／久留米市市民活動サポートセンター みんくる センター長

②  事例に学ぶ／協働の「その後」～やってよかった？～
ＮＰＯと行政との協働の取り組みが各地で積み重ねられているところですが、他方では、
「なぜ協働するの？」、「資金提供が伴う取り組みって協働と言えるの？」といった疑問の声も
多く聞かれるところです。この分科会では、ＮＰＯと行政との協働に焦点を当て、協働の取り組
みを進める上でのコツや留意点を洗い出します。

▼話題提供者
平野　頼子 さん／特定非営利活動法人 緩和ケア支援センターコミュニティ 理事長
鎌田 久美子 さん／福岡県 保健医療介護部医療指導課 参事補佐兼看護指導係長

※福岡県の協働の事例については、協働相手である上記お二方に揃って話題提供いただきます。
鍋田 康成 さん／特定非営利活動法人 筑後川流域連携倶楽部 理事
▼進行役
伊佐　淳さん／久留米大学 経済学部 教授

③ 座学とQ＆A／そもそも協働とは？ ～今のうちに聞いておきましょう～
協働の取り組みについては、「これぞ王道！」というようなマニュアルや拠り所となる方式等も無
いが故に、疑問も悩みも多いようです。この分科会では、協働の基本的な考え方や進め方のポイ
ントに立ち返りながら、皆さんの「協働」にまつわる疑問やお悩みを解消します。

▼ナビゲーター
森　美知子／福岡県ＮＰＯ・ボランティアセンター長
古賀 桃子／特定非営利活動法人 ふくおかＮＰＯセンター 代表 

午後の部
[13 : 15 - 1 6 : 3 0 ]

分 科 会  ［13：15－15：30］
下記①～③の３つのグループに分かれ、さらに掘り下げます。ご希望の分科会をお選び下さい。

全 体 会  ［15：45－16：30］
上記「分科会」での討議内容を、各グループの進行役の発表により、全体で共有します。
これを踏まえ、午前中の基調講演講師とともに、論点整理を行い、総括します。

このフォーラムの後続企画として、３月にかけて、福岡・中間・大牟田・筑紫野・直方 の各会場にて、よりよい協働
のきっかけとなるような出会いと交流の機会として、「ふくおか協働キャラバン２００９」を予定いたしております。～ ～

1972年長崎県諫早市生まれ。島根大学法文学部准教授(専門：行政学)として教育・研究を行うとともに、よいまち松
江診療所『まちドック』アドバイザー（2005～2006年）、松江市市民活動促進検討委員会委員（2004～2005年）、
島根県県民いきいき活動促進委員会委員（2005～2007年）等を務める。2007年10月より一年間、カナダに留学し、
カナダの行政や市民社会について研究。論文に、「２つの『じりつ』ともう１つの道－小規模自治体の生き残り指針
」（『都市問題』2007年）、「協働幻想論－ＮＰＯ施策の批判的実践的規準」（『島大法学』2005年）、「市民の
行政統制術・鼎談編－『まちドック』からみた松江市行政経営の一断面」（『季刊 行政管理研究』2007年）等。

「 」


